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－1 （　  ）－
１．はじめに
日本のコンビニエンス・ストア業界においては，上位 5 社がおよそ 8 割の市
場シェアを占めるほど寡占的な状況が続いている。そして各社の市場シェアは，
ほぼ固定化している（図表 1 参照）。また，2000 年代初頭からは業界全体の店
舗数や売上高の伸び率が低迷しており，市場の飽和説が囁かれてきた（１）。日
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会社名 項目 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
セブンイレブン
進出国（地域）数 15 15 13 14 14 14 14 14 15 16
国内店舗数 11,735 12,034 12,298 12,753 13,232 14,005 15,072 16,319 17,491 18,572
国外店舗数 20,100 21,879 23,440 24,943 27,061 30,980 34,687 36,114 37,790 40,139
国外店舗率 63.1 64.5 65.6 66.2 67.2 68.9 69.9 68.9 68.4 68.4
ファミリーマート
進出国（地域）数 5 5 5 6 6 6 7 8 7 7
国内店舗数 6,974 7,187 7,404 7,688 8,248 8,834 9,481 10,547 11,328 11,656
国外店舗数 6,148 6,688 7,247 8,101 9,350 1,1245 12,700 13,075 5,642 5,846
国外店舗率 46.9 48.2 49.5 51.3 53.1 56.0 57.2 55.4 33.2 33.4
ローソン
進出国（地域）数 1 1 1 1 1 2 4 4 4 5
国内店舗数 8,564 8,587 9,527 9,761 9,994 10,457 11,308 11,606 12,383 12,515
国外店舗数 291 287 300 300 319 370 466 509 590 758
国外店舗率 3.2 3.2 3.0 3.0 3.0 3.4 4.0 4.2 4.5 6.2
ミニストップ
進出国（地域）数 2 2 2 3 3 4 4 6 5 5
国内店舗数 1,842 1,895 1,939 2,021 2,042 2,063 2,192 2,218 2,151 2,221
国外店舗数 1,132 1,187 1,331 1,493 1,774 2,033 2,294 2,395 2,532 2,840
国外店舗率 38.0 38.5 40.7 42.5 46.5 49.1 51.1 51.9 54.0 56.1
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－8 （　  ）－
あったローソン・ミルク社と提携することでダイエー・ローソンを設立した時


















－9 （　  ）－
合衆国のハワイ，そして同年にタイへと進出してきた。そして最近では，2014


















次いでアメリカ合衆国のハワイには，2012 年 1 月にホノルル市にローソン・
図表４．ローソンの海外市場における店舗展開（5 ヵ国）
出所：株式会社ローソン『アニュアル・レポート』（各年版）より筆者作成。
進出国 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
日本 7,734 7,625 7,821 8,077 8,366 8,564 8,587 9,527 9,761 9,994 10,457 11,308 11,606 12,383 12,515
中国 90 96 146 210 283 291 287 300 300 319 355 371 414 507 655
インドネシア 15 83 59 48 38
ハワイ 3 4 3 2
タイ 9 32 32 47
フィリピン 16
海外小計 90 96 146 210 283 291 287 300 300 319 370 466 509 590 758
合計 7,824 7,721 7,967 8,287 8,649 8,855 8,874 9,827 10,061 10,313 10,827 11,774 12,115 12,973 13,273
233
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ハワイ（Lawson USA Hawaii, Inc.）を設立することで進出を果たした（20）。
最初は，有名ホテルのテナントとして直営で出店した。現在はわずか 3 店舗を
展開しているに過ぎないが，アメリカ合衆国の本土からの観光客へ「ローソン」
ブランドの認知度向上を図っている。将来は 30 店舗から 50 店舗の体制を構築
し，欧米諸国への進出に繋げることを見据えているという（21）。
またタイには，2012 年 11 月に現地の消費財大手のサハパタナピブン・グ
ループ（Saha Pathanapibul Group）と合弁会社のサハ・ローソン（Saha 
Lawson,Co.,Ltd.）を設立することによって進出した。ローソンの国際展開に
おいては，初めてパートナーとの連名で企業ブランドを展開する格好となった。





そしてフィリピンには，2014 年 6 月にマニラに拠点を置き，ハイパーマーケッ
トや食品スーパーを展開する現地の大手小売企業であるピュアゴールド・プラ









た。1992 年 7 月に国務院が内部通達「商業小売領域における外資利用問題に
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コンビニエンス・ストアの技術移転について検討した Ho and Lo（1987）の
研究においては，小売技術の移転可能性は多分に現地の環境条件に規定される
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－15 （　  ）－
近年では，所得水準が高い地方都市への進出を加速化させている。そこで
は，地域の有力企業とフランチャイズ契約を結ぶ手法が採用されている。例え
ば，2014 年 8 月に中国東部の江蘇省に進出した。現地で巨大な百貨店を展開
する江陰華聯商厦とフランチャイズ契約を締結し，同社に従業員教育や店舗運
営のノウハウを供与してきた（35）。また 2015 年 4 月には，浙江省の寧波市への
進出を果たした。現地の貿易会社となる寧波甬鑫世紀貿易とフランチャイズ契
約を締結した（36）。そして 2015 年 6 月には，中国東部の江蘇省の無鍚市で百貨
店や不動産事業を手掛ける江陰華聯商厦とフランチャイズ契約を結んで出店し









してきた。例えば，2012 年 6 月には，上海市内に「ウルトラマン」をテーマ
として店舗を出店した（39）。店頭に等身大のフィギュアを設置して顧客を迎え，
関連商品を取り揃えた。また，店舗の壁面にもウルトラマンを描き，子供たち
地域 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
上海 90 96 146 210 283 291 287 300 300 315 314 298 298 354 458
重慶 4 38 61 87 104 110
大連 3 12 21 30 53
北京 8 19 34




－16 （　  ）－
がウルトラマンのビデオを鑑賞できるスペースを設置するなど本格的な取り組
みを見せた（40）。同年 11 月にも，日本アニメの「名探偵コナン」をテーマとし









































































－19 （　  ）－




























































早速，今後の拡大に向けた取り組みを見せ始めている。2016 年 2 月に，湖
図表７．ローソンの中国市場における業績　（単位：100 万円）
出所：株式会社ローソン『アニュアル・レポート』（各年版）より筆者作成。
会社名 項 目 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
上海華聯羅森有限公司
営業総収入 6,355 7,265 6,670 6,313 5,402 4,917 903 1,289 1,359 8,532
営業利益 （損失） 20 77 13 2 15 （283）（574）（404）（645） （756）
当期純利益（損失） 22 5 25 （443）（2,034）（1,568）（924）（1,100）
重慶羅森有限公司
営業総収入 30 258 977 1,843 3,473 4,400
営業利益 （損失）　 （47）（243）（671）（840）（903） （778）
当期純利益（損失） （59）（246）（775）（832）（1,046） （973）
大連羅森有限公司
営業総収入 4 176 515 995 1,503
営業利益 （損失）　 （21）（163）（226）（312） （313）
当期純利益（損失） （27）（196）（210）（338） （345）
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－22 （　  ）－
北省武漢市に拠点を置く小売大手の中百控股集団股份有限公司とエリアライセ
ンス契約を締結し，5 月に 3 店舗を同時出店した。これまでは直接出資によっ
て事業展開してきたが，出資を伴わないライセンス契約によって出店拡大の速




























































世界的な市場機会を追求すること」（Keegan and Green 2011, p.588）とされている。
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